
 

 

 

 12 月 9 日に政府から「税制改正大綱」「税制改正大綱」「税制改正大綱」「税制改正大綱」が発表されました。こ

れは来年度の税制改正の原案来年度の税制改正の原案来年度の税制改正の原案来年度の税制改正の原案となるもので、順当にいけば、こ

れに基づいて国会で関連する法律が改正されます。 

 自動車関連の減税が大きく取り上げられましたが、現在、政

府・民主党では、社会保障と税の一体改革に伴う消費税の

本格論議を控えており、今回の大綱では、配偶者控除の見直

しやたばこ税の増税といった大型の改正が見送られ、復興税

制に関わるものや高額所得者層への増税など、反対が少ない

案件が並びました。来年の国会審議を経たうえで決定されるも来年の国会審議を経たうえで決定されるも来年の国会審議を経たうえで決定されるも来年の国会審議を経たうえで決定されるも

ののののではありますが、改正項目のうち、開業医の先生方に関わり

がありそうな点をいくつかご説明させていただきます。 

 

短期在職の役員退職金の見直し短期在職の役員退職金の見直し短期在職の役員退職金の見直し短期在職の役員退職金の見直し    

退職金は過去の給与の一括後払いという性質をもつため、

現行の税制では給与等と比べて納税負担が軽くなっております。

その計算方法は、退職金から勤続年数に応じた一定額を差し退職金から勤続年数に応じた一定額を差し退職金から勤続年数に応じた一定額を差し退職金から勤続年数に応じた一定額を差し

引き、さらに引き、さらに引き、さらに引き、さらに 2222 分の分の分の分の 1111 を乗じた金額に対して税金を乗じた金額に対して税金を乗じた金額に対して税金を乗じた金額に対して税金がかかるという

ものですが、今回の大綱では、勤続勤続勤続勤続 5555 年以下の役員等に対し年以下の役員等に対し年以下の役員等に対し年以下の役員等に対し

て支給する退職金についてはて支給する退職金についてはて支給する退職金についてはて支給する退職金については 2222 分の分の分の分の 1111 を乗じることなく、税額をを乗じることなく、税額をを乗じることなく、税額をを乗じることなく、税額を

計算計算計算計算するとされています。この対象者には、法人の役員のみな

らず公務員等も含み、この改正が天下りの公務員が不当な利

益を享受することを防ぐことを目的としていることがわかります。 

法人成りのメリットとして、退職金によって節税できるということ

を耳にされたことがあるかと存じますが、5 年以下の退職は通常

想定されないので、この改正によって一般的な退職金の優位一般的な退職金の優位一般的な退職金の優位一般的な退職金の優位

性が揺らぐものではございません性が揺らぐものではございません性が揺らぐものではございません性が揺らぐものではございません。 

（※平成 25 年分以後の所得税につき適用予定） 

なお、小規模企業共済は、退職所得のメリットを利用する

節税策として、多くの「個人事業者」の方が加入されています。

今回の改正は「法人役員」を対象としたものですので、影響は

ありません。 

 

給与所得控除額への上限の設定給与所得控除額への上限の設定給与所得控除額への上限の設定給与所得控除額への上限の設定    

給与所得控除とは、個人事業者と同様に認められた、“サラ

リーマンの必要経費の概算額”で、税金の計算上、給与収入税金の計算上、給与収入税金の計算上、給与収入税金の計算上、給与収入

に応じて差し引くことができる控除分に応じて差し引くことができる控除分に応じて差し引くことができる控除分に応じて差し引くことができる控除分をいいます。 

給与所得控除額の具体例をあげますと、現在、その金額は、

給与収入が 500 万円の方の場合には 154 万円、2,400 万円

では 290 万円となります。この控除額は、実際の支出に係らず

必要経費として認められるという意味で、明らかに税制面で優 

 

 

 

 

 

 

 

遇されているといえます。 

従来、この給与所得控除額は収入に応じて増加（1,000 万

円を超えると、その 5％＋170 万円）し、上限はありませんでした

が、今改正大綱では、給与収入が年間給与収入が年間給与収入が年間給与収入が年間 1,5001,5001,5001,500 万円を超える万円を超える万円を超える万円を超える

場合には、場合には、場合には、場合には、245245245245 万円の上限を設ける万円の上限を設ける万円の上限を設ける万円の上限を設けるとしております。このため、

例えば、給与収入が 2,400 万円の方の場合、現在の控除額

290 万円が 245 万円に減少するので、（扶養人数等にもよりま

すが）所得税・住民税合わせて概ね 22 万 5 千円の増税になり

ます。 

法人成りをすると、“所得の分散”により個人の「事業所得」

が「給与所得」として置き換わることで、この給与所得控除によ

る節税効果を享受できます。これが、上述のように、今改正大

綱によって縮減することになります。ただ、それでも上限 245 万

円の控除額の存在により、最大 122 万 5 千円（税率 50％）も

の節税効果はまだまだ大きいといえるでしょう。 

（※平成 25 年分以後の所得税につき適用予定） 

 

海外資産の報告義務制度の創設海外資産の報告義務制度の創設海外資産の報告義務制度の創設海外資産の報告義務制度の創設    

その年の 12 月 31 日において、国外に有する預金、株式、国外に有する預金、株式、国外に有する預金、株式、国外に有する預金、株式、

不動産などの財産が総額不動産などの財産が総額不動産などの財産が総額不動産などの財産が総額 5555 千万円を超える場合、その種類、千万円を超える場合、その種類、千万円を超える場合、その種類、千万円を超える場合、その種類、

数量及び価額その他必要な事項を記載した調書数量及び価額その他必要な事項を記載した調書数量及び価額その他必要な事項を記載した調書数量及び価額その他必要な事項を記載した調書を、翌年 3

月 31 日までに、管轄税務署長への提出を義務付ける制度が

創設されます。これは、経済のグローバル化に伴い、日本の居

住者が海外に資産を保有することが多くなるにつれて、それらに

よる利子や賃料等の所得の申告漏れ件数が増加していること

が背景にあります。 

注目すべきは、違反者に対して、違反者に対して、違反者に対して、違反者に対して、1111 年以下の懲役、又は年以下の懲役、又は年以下の懲役、又は年以下の懲役、又は 50505050

万円以下の罰金という罰則規定万円以下の罰金という罰則規定万円以下の罰金という罰則規定万円以下の罰金という罰則規定が設けられることです。加えて、

国外財産による所得を申告していなかった場合、加算税（10

～20％）が課されますが、上記調書を提出していなければ、さ

らに 5％が加算されるという“二重のペナルティ”を課されます。 

（※平成 26 年 1 月 1 日以後の提出調書につき適用予定） 

 

小規模医療機関への優遇税制について小規模医療機関への優遇税制について小規模医療機関への優遇税制について小規模医療機関への優遇税制について    

 前号にて、年間の保険診療報酬収入が 5 千万円以下の小

規模医療機関への優遇税制について見直しが求められている

状況をご説明致しましたが、今回の大綱において具体的な改今回の大綱において具体的な改今回の大綱において具体的な改今回の大綱において具体的な改

正についての言及はありません正についての言及はありません正についての言及はありません正についての言及はありませんでした。しかし、厚生労働省の

精査を踏まえ、来年度以降の検討課題として大綱に明記され

ておりますので、やはり何らかの改正があるものと推測されます。 

月刊AMCPAMCPAMCPAMCP レポート

平成 24 年度 「税制改正大綱」 のポイント 財務 VOL.33 

〒541-0054 大阪市中央区南本町2-3-8 

Tel:06-6262-2256/Fax：06-6262-2257 

http://www.amcp.biz  

amc-reception＠amcp.biz 

■ 今回の税制改正大綱で“積み残した”議論今回の税制改正大綱で“積み残した”議論今回の税制改正大綱で“積み残した”議論今回の税制改正大綱で“積み残した”議論 

・ 所得税所得税所得税所得税：配偶者控除など各種控除の見直し、最高税率の引き上げ、課税最低限の引き上げ、金融所得一体課税 

・ 相続税相続税相続税相続税：課税ベースの拡大、税率の引き上げ 

・ 贈与税贈与税贈与税贈与税：軽減策の導入 

・ 地方税地方税地方税地方税：地方消費税の充実と地方法人２税の段階的縮小 
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